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Ⅰ はじめに

昨今の少子高齢化の中，世代重複モデルと人口

に関する分析が盛んに行われている。国内の論文

においても，本稿と直接関連するものだけでも，

加藤（2001），小塩（2001），安岡（2006）（2007a）

（2007b）などがある。彼らの研究は，シンプルな

モデル構成から極めて有意義な政策インプリケー

ションを導出でき，きわめて興味深い。彼らの分

析は，すべて完全雇用を前提としている。しか

し，現実社会には失業が存在する。最近（2013年

現在）改善の兆しが見え始めているとはいえ，大

学（院），高校，中学校の新規学卒者が就職できな

いことが社会問題となっている。就職できない

と，家族を養えず，当然子どもを持つことができ

ないが，これは明らかに出生率に影響をもたらす

だろう。実際，増田（2008）においても，（出産し

ないという前提となりうる）未婚者が増える理由

として，パートや派遣など，（失業ではないとはい

え）非正規雇用の増大をあげている。パートや派

遣などの非正規雇用，さらには失業などの低所得

状態が低出生率をもたらすことは，十分示唆でき

る。理論的には，Daveri and Tabellini（2000）など

労働組合賃金交渉モデルの教えるところでは，所

得に課せられた年金や保険料が上昇すると，失業
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もまた増加する。また，実証分析においても，戸

田（2007）において，雇用状況の改善が出生率に，

わずかながらプラスの影響を及ぼすことが示され

ている。このように，雇用状況と経済全体の出生

率は密接な関係にある。海外においても，Ahn

and Mira（2002）によれば，失業には所得効果があ

り，子ども数にマイナス効果を持つ。実際，Ahn

and Mira（2002）においては，スペイン，イタリ

ア，ギリシャ，アイルランドで失業と出生率の負

の相関を見出しているのである。

では，失業者のために，失業給付を増額すれば，

失業の所得効果を回避でき，出生率は回復するだ

ろうか。問題はそれほど単純ではない。Demmel

and Keuschnigg（2000）の枠組みに従えば，本稿で

分析するような，失業給付のための所得増税は失

業者を増やす。また増税自体が可処分所得を減少

させるので，被用者の所得を減少させうる。それ

は被用者の子ども数に対してマイナス要因となり

うる。また，失業率の上昇（雇用率の低下）は，

生産の低下をもたらすので，失業給付のための所

得税増税にもかかわらず，失業者の所得が増える

かどうかは不透明である。そうすると，失業給付

のための所得税増税は，失業者の子ども数を増加

させるかどうかすらわからない。より一層の研究

蓄積が必要なゆえんである。それにもかかわら

ず，今まで失業と出生率について扱った研究は，

Fanti and Gori（2007a）（2012）と 池 田（2011）

（2012）などぐらいである。むろん完全雇用を前

提とした加藤（2001）などの先行研究においては，

失業と出生率の研究は行われていない。しかし，

前述したように，失業給付のための所得税と失

業，あるいは失業と出生率のリンクは，社会政策

上も極めて重要であるし，失業の増加を通したパ

ラドクシカルな結論が出れば，それも面白い。こ

れが，本稿を執筆した動機である。

Fanti and Gori（2007a）（2007c）（2012），池田

（2012）において失業が導入されているが，彼らの

モデルでは，1種類の代表的個人が，与えられた労

働時間の一定割合だけ雇用され，一定割合だけ失

業するという設定になっている。被用者と失業者

では，経済格差が存在するはずで，被用者の子ど

も数と失業者のそれが，増税でどのように変化す

るかの分析が必要なはずだが，そのためには，彼

らのモデルと異なり，明確に家計を被用者のそれ

と失業者のそれに分ける必要がある。本稿では，

被用者と失業者と，2種類の主体を導入して分析

を行いたい。

池田（2011）においても，本稿と同様の仮定が

置かれているが，池田（2011）においては，失業

給付が経済全体の子ども数に及ぼす分析のみが行

われている。本稿は池田（2011）をベースにする

が，池田（2011）において扱われてこなかった被

用者，失業者それぞれの子ども数が，失業給付代

替率の引き上げでどのように変化するかについて

分析したい。それと同時に，経済全体の子ども数

に及ぼす影響について，もう少し掘り下げて分析

を行いたい1)。池田（2011）と本稿の違いは以下の

とおりである。①本稿では，失業給付の効果に焦

点を当てるため，池田（2011）にあった育児支援

はない。②池田（2011）においては，失業給付が

経済全体の子ども数に対する効果のみが分析され

ていたが，本稿では，失業給付が被用者と失業者

それぞれに与える効果を分析している。③池田

（2011）では被用者，失業者の子ども数について数

値計算を行っていたが，本稿ではすべて解析的に

解（子ども数が増加する条件）を導出している。

④池田（2011）では暗黙の前提とされていた，政

策のタイミングについて記載している。

失業が存在するメカニズムについて，本稿で

は，Daveli and Tabellini（2000），Demmel and

Keuschnigg（2000）にあるような，労働組合賃金

交渉モデルを用いる。平成26年度労働組合基礎調

査によれば，日本では労働組合の組織率は17.5

パーセントと低いが，春闘などに代表されるよう

1) Fanti and Gori（2007a）（2007c），池田（2012）のように，すべての労働者が同じだけの一定期間だけ失業してい

ると仮定し，一生失業する労働者はいないと仮定するほうが妥当だという考えもあるかもしれない。しかし，そ

のようなモデルでは，被用者の家計と比較した失業者の育児行為について分析するのは難しい。本稿では，失業

した家計の子ども数にスポットを当てるため，失業者は一生涯の間失業しているという，やや強い仮定を用いた。

失業給付と子ども数 643
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に労働組合によって賃金交渉が行われる。それは

労働組合が結成されていない企業の賃金にも間接

的に影響し，また公務員等の給与も，民間企業の

賃金を参考に決定されている。これは理論的には

賃金と労働の限界生産性との乖離をもたらし，失

業をもたらすし，池田（2011）が主張するように，

現実の日本でも，多少ともその効果は現れている

と考えられる2)。これらを考えると，日本におい

ても労働組合賃金交渉モデルを用いるのは妥当と

考えた。本稿では，加藤（2001），小塩（2001），

安岡（2006）（2007b），Fanti and Gori（2007b）に

よって分析された世代重複モデルに，Daveli and

Tabellini（2000），Demmel and Keuschnigg（2000）

によった形で失業を導出する。

本稿の目的は以下の3つである。第一に，失業

給付の財源と雇用の関係について分析すること，

第二に失業給付と出生率（経済全体の出生率およ

び被用者，失業者それぞれの出生率）について分

析することである。さらに，本稿の失業給付は，

貧困層への助成ともいえる。第三の目的は，失業

給付を介した貧困層への助成が，貧困層の出生率

に与える効果を分析することである。

本稿でわかったのは以下のとおりである。失業

給付代替率 δの引き上げが被用者および失業者

の子ども数を増やす（減らす）条件が導出され，

失業給付代替率の引き上げにより，資本分配率が

0.33前後と低い日本においては，被用者，失業者

ともに子ども数を減少させること，さらには上記

の条件にかかわらず，失業給付代替率 δの引き上

げが経済全体の子ども数を必ず減少させることで

ある。

Ⅱ 家計

家計は，若年期と老年期の2期間生存する。家

計は，若年期の消費 c
 （c


 ），老年期の消費 c




（c
），および子どもの数 n


（n


）から効用を得

る。なお，変数右上添え字 eは被用者，添え字 u

は失業者，変数の右下添え字 t（t+1）は t期

（t+1期）を表す。

育児には，育児コストm（定数）がかかるもの

とする3)。

1 被用者

被用者は，次の最大化問題を解く。

Ma



 



αln c
 +βln c

+γln n （1）

s.t.

c
 +mn +s


 =1−τw

c
=1+rs




0<α,β,γ<1，α+β+γ=1は効用関数の選好パ

ラメータである。c
 は被用者の若年期の消費，

c
は被用者の老年期の消費，n


 は被用者の子ど

も数，s は被用者の貯蓄，wは賃金，rは利子

率である。なお，τは失業給付のための所得税

率であり，τ>0を仮定する。

これを解くと，

n =
γ

m
1−τw （2）

s =1−α−γ1−τw=β1−τw （3）

が求められる。

2 失業者

失業者も，同様に，効用最大化問題

Ma



 



αln c
 +βln c

+γln n （4）

2)労働組合賃金交渉モデルは，失業を導入できるもっとも簡単かつ標準的なモデルである。Daveri and Tabellini

（2000），Demmel and Keuschnigg（2000），池田（2011）（2012）を参照されたい。さらに黒田・山本（2005），日本

での実証分析については牛嶋（2004）を参照されたい。
3) 育児コストについては，育児のために退職するなどの，労働供給に関する親の機会費用は，簡単のため考慮して

いない。このため，被用者と失業者の育児コストが全く同じである。また本稿では男性と女性とを区別しておら

ず，男女の機会費用の差についても考慮していない。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 3644
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s.t.c
 +mn +s =p

c
=1+rs




を解く4)。c
 は失業者の若年期の消費，c


は失

業者の老年期の消費，n は失業者の子ども数，p

は失業給付，s は失業者の貯蓄である
5)。これを

解くと，

n =
γ

m
p （5）

s =1−α−γp=βp （6）

となる。

Ⅲ 企業と労働組合

1 企業

企業は，利子率 rと，賃金 wを所与として利

潤を最大化する。

Ma


AK
 lL


−wlL−1+rK （7）

Kは資本ストック，Lは t期の人口，lは雇用

率，θ0<θ<1は生産関数のウェイトパラメータ

である。（7）式を t期の若年期の人口 Lで割り，

Ma


Ak l

 −wl−1+rk （8）

を考えてもよい。資本は1期で完全減耗すると仮

定する。kは一人当たり資本ストックである。利

潤最大化条件から

w=1−θAk l

 （9）

1+r=θAk

 l 

 （10）

が求まり，（9）式から，企業の労働需要関数が，

l=lw= 1−θAk
w 




（11）

また

−
l

w

∂w

∂l
=θ∴−

w

l

∂l

∂w
=

1
θ

（12）

が成立する。θは，雇用率に関する賃金の弾力性

の逆数である。

2 労働組合

労働組合が存在し，競争原理より高い賃金が決

定される。ゆえに，本稿の経済では失業が存在す

る。本稿では，独占的組合を想定する。雇用され

たときの賃金と雇用されなかったときの失業給付

の期待値を最大化する。Daveri and Tabellini

（2000）にならい，失業したときには，失業給付

p=δ=δAk

 l


 の給付を受ける。=Ak


 l




は一人当たり生産であり，それの一定割合 δをか

けたものが，失業給付となる。ここで，

δAk l

 =

1
1−θ

1−θδAk l

 l=

1
1−θ

δwl と

おけることから，
1

1−θ
δを失業保険の賃金代替率

と考えるとよい。労働組合の便益は，企業に雇用

されたときの税引き賃金 1−τwと失業したと

きの失業給付 pからなる，労働組合員の期待収

入からなる次式

Ma


lw1−τw+1−lwp （13）

を賃金wについて最大化する。なお，Daveri and

Tabellini（2000）に倣い，以下の仮定を措く。労働

組合は企業と賃金交渉ができる程度には大きい

が，税や失業給付，さらには利子率を決定できる

4)本稿のモデルでは，労働の不効用がモデル化されておらず，のちに見るように失業給付は税引き賃金より低い

ので，働けるにもかかわらず自らわざわざ失業を選択する個人は存在しない。また雇用される人と失業する人に

質的な違いは存在せず，失業するかどうかは確率的である。
5)本稿のモデルにおいては，失業給付を貯蓄できると仮定している。生活保護は，日本では貯蓄できない。本稿

の失業給付は，日本の生活保護ではなく，一般的な失業給付と考えられたい。失業給付を貯蓄できると仮定する

ことで，モデルが著しく簡単になる。

失業給付と子ども数 645



642-655_社会保障研究_論文（池田）_SK.smd  Page 5 16/12/13 13:07  v2.20

ほど大きくはないものとする。つまり，労働組合

は企業別，産業部門別に行動する。労働組合の意

思決定時に老年期にある個人の効用は，労働組合

の行動によって影響を受けない。ゆえに労働組合

は静学的な期待収入最大化問題を解く。さらに簡

単のため，リスク回避は無視する。

労働組合は，雇用率の変化が失業給付 pに及

ぼす影響を考えずに行動する6)。ここで，雇用率

lは，賃金 wの関数（すなわち（11）式が成立す

る）ことに注意する必要がある7)。（11）式を踏ま

えた最大化の結果，

w=
p

1−θ1−τ
=

δ

1−θ1−τ
（14）

となるので，最終的に

l=
1−τ1−θ



δ
（15）

が求められる8)。

Ⅳ 政府

政府は，失業給付事業のみを行っている。失業

給付は税方式をとるものとする。ここでは失業給

付のための所得税率を τとおく。なお，本稿で

は τ>0を仮定する。失業給付会計は，

lτwL=1−lpL=1−lδL （16）

となる。これを満たすように，失業給付 pが内

生的に決定される。

失業給付と賃金率の関係を，（16）式に代入して

τについて解くと，

τ=
1

1−θθ
δ−

1−θ
θ

（17）

となる。また，
dτ

dδ
=

1
1−θθ

が成立する。

ここで，（15）式と（17）式より，雇用率 l<1と

なる条件は，δ>1−θ

であることがわかる。ま

た，本稿で仮定した，τ>0となる条件について

も，（17）式より δ>1−θ

である。ゆえに，本稿

では δ>1−θ

を仮定する。

Ⅴ 均衡

1 資本ストック

資本ストックは，

K=S=s

 lL+s


 1−lL （18）

を満たす。また t+1期の人口 Lは，

L=ln

 L+1−ln


 L

である。

両辺を t期の人口 Lで割り，一人当たり数値

に換算すると，資本ストックは，

6)イギリスにおける所得調査制求職者手当（Income-based JSA）においては，税金を財源とし，保険料拠出を前提

とせず，（長期的には雇用率や資本ストックからなる一人当たり生産に影響を受けるであろうが）少なくとも短中

期的には，失業率によらず一定額の求職者手当が給付される。本稿における，労働組合が近視眼的に行動すると

いう仮定は，このイギリスの所得調査制求職者手当をイメージするとよいかもしれない。労働政策研究・研修機

構（2013）には，イギリスを含めた各国の，失業給付などセーフティネットを含む労働事情や労働制度が，詳細に

記されている。
7) Fanti and Gori（2007a）が“short run (current) unemployment rate” という文言で示唆するとおり，労働組合は，労

働の需要関数（8）式において，資本ストックが一定で変更できない，いわば短期の労働需要関数を想定している。

Daveli and Tabellini（2000），Demmel and Keuschnigg（2000），Fanti and Gori（2007b），Ono（2007）（2008）なども，

暗黙のうちにそのような仮定をおいている。
8)本稿で失業率がこのような形で導出されるのは，失業給付 pが1人当たり総生産 =Ak


 l


 の一定割合である

ということと，生産関数がコブ＝ダグラス型効用関数であること，そして労働組合の目的関数が雇用された時の

賃金と雇用されなかった時の失業給付の期待値であることに依存する。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 3646
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ln

 +1−ln


 k=s≡ls


 +1−ls


 （19）

となる。sは，一人当たりの平均貯蓄である。t

期の経済全体の一人当たり平均子ども数 nは，

n≡ln

 +1−ln


 を満たす。なお，出生率と子

ども数との関係であるが，小塩（2001）にならい，

経済全体の一人当たり平均子ども数 nを2倍した

ものを出生率とみなす。（16）式を用いて n，sか

ら τを消去すると，

n=ln

 +1−ln


 =

γ

m
lw （20）

ls +1−ls

 =βlw （21）

が求まる。nは経済全体の一人当たり平均子ど

も数（経済全体の子どもの数÷経済全体の若年期

の人口）である。これより，資本ストックの方程

式が，

nk=
γ

m
lwk=βlw （22）

と求まり，さらに

k=
βm

γ
（23）

と求められる。

2 均衡の安定性と一意性

kの動学を示そう。（23）式より dkdk=0<1

なので，kは均衡の周りで安定であることもわか

る。t期に kが k
=
βm

γ
より低い k であっても

k=
βm

γ
より高い k であっても，t+1期に一人

当たり資本ストックは k=
βm

γ
に到達する。

kの一意性を示そう。以降，本稿での分析は，

定常状態の分析に焦点をあてる。誤解のおそれが

なければ，変数の説明からは期間を表す添え字

t（t+1）は省略する。

（22）式を定常点 k=
βm

γ
で評価し，lの定常

点 lは kの影響を受けないことを考慮しつつ両辺

を kで割り，左辺を X≡
γ

m
1−θAkl ，右辺を

Y≡β1−θAkl とおくと，X  =0X'>0，

X''<0，Y  =∞，Y '<0，Y ''>0（プライム記号

は微分，ダブルプライムは2階微分）より，均衡解

が k>0でただ1点のみ存在することが示される。

また，均衡の安定性と一意性につき，図1および図

2を参照されたい。これを命題にまとめると，次

のとおりである。

命題1 一人当たり資本ストック kについての均

衡解が一意に存在し，安定である。

失業給付と子ども数 647

k* 

X 

Y 

k 

X

出所：筆者作成。

図2 均衡の一意性

出所：筆者作成。

図1 均衡の安定性
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Ⅵ 政策の経済効果（1）一人当たり資本ストッ

クと雇用率への影響

経済効果について分析する前に，政策のタイミ

ングについて，記述しておこう。

1）失業給付のための所得税率 τが変更される。

2）独占的労働組合が賃金決定を行う。若年者が

経済に参入する。これに基づき，ここから雇用率

lが決定され，若年期の労働者が被用者と失業者

に振り分けられ，新たにそれぞれが効用最大化を

行う。効用最大化の結果，貯蓄が決定される。労

働組合に関する仮定により，労働組合，企業，若

年者によるこれらの決定は，当該期の老年者の雇

用率には影響を与えない。

3）次の期に，2）で経済に参入した若年者が老年

期になり，資本ストックが定常状態に収束する。

本稿では雇用率 lなど資本ストック以外の変数

をフロー変数，資本ストック kをストック変数と

しているので，上記1）2）は短期的効果，3）は長

期的効果である。

1 失業率への影響

よく知られた結果として，次のものがある。

命題2 失業給付代替率 δを引き上げると，雇用

率 lは減少する。すなわち，失業率は増大する。

証明

dl

dδ
=−

1−θ
dτ

dδ
−1−θ


1−τ

δ 

=−
1−θ
θδ  −

1
δ
l<0 （24）

より。□

所得に対する課税による不効用を補うため，労

働組合は賃金を上昇させる。ゆえに，企業の雇用

意欲が減少し，失業が増大してしまうのである。

Demmel and Keuschnigg（2000）でも確認されてい

る，よく知られた事実である。失業者へのセーフ

ティネットが重要であることに異論はないが，失

業給付自体が失業を増やしてしまうという点で，

失業給付は（少なくとも所得税によってファイナ

ンスされている限り）いわば諸刃の剣であること

に注意する必要がある。

2 資本ストックへの影響

失業給付代替率 δについて，資本ストック kに

及ぼす影響を分析する。

命題3 失業給付代替率 δの引き上げ（引き下げ）

は，1人あたりの資本ストック kに影響を及ぼさ

ない。

証明 dkdδ=0。□

失業給付代替率 δの引き上げによって，被用者

の貯蓄 sは減少する。しかし失業者の貯蓄 sは

増加する。均衡予算の仮定より両者は同量なの

で，キャンセルアウトされるのである9)10)。

Ⅶ 政策の経済効果（2）子ども数への影響

1 被用者の課税後賃金と失業給付

経済全体の一人当たり平均子ども数への影響を

分析する前に，被用者の課税後賃金と失業給付に

ついてみておこう。

補題1 被用者の課税後賃金 1−τwは，失業

者の受け取れる失業給付受給額 pより大きい。

証明

p

1−τw

=
δAkl 

1−τ1−θAkl

=
δ

1−τ1−θ
l

=
δ

1−τ1−θ
1−θ


1−τ
δ

9)これは，効用関数が対数線形効用関数であることによるものと注意されたい。CES型効用関数の場合，この命題

は成立しない。しかし，対数効用関数は世代重複モデルの分析に頻繁に使われており，かなりの程度妥当な仮定

と考えられる。
10)政策（税 τ）の変更により，資本ストックは変化しない。このことより，（本稿では長期的な効果を考察してい

るが）本稿の結果は短期的にも成立するものであることがわかる。

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 3648
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=1−θ<1

より明らか。□

失業給付受給額 pは，いわば労働組合と労働者

の留保賃金である。もしこれが賃金より高けれ

ば，そもそも労働組合と労働者は，企業と賃金交

渉などを行わず，初めから失業給付を受給するで

あろう。そのような賃金交渉はありえない。ま

た，同じことだが次のようにもいえる。もし被用

者の課税後賃金が失業給付より安ければ，だれも

働かず，経済は破綻するだろう。なお，この結論

は，効用関数が対数線形型であること，子ども数

によって効用を得る（消費効用）の仮定を置いて

いること，育児による収入の減少という機会費用

を本稿では考慮していないこと，またコブ＝ダグ

ラス型生産関数を仮定していることに，決定的に

依存する11)。

補題1から，次の命題もただちに導かれる。

命題4 被用者の子ども数 nのほうが，失業者の

もつ子ども数 nより大きい。

証明

n

n
=

γ

m
p

γ

m
1−τw

=
p

1−τw

=1−θ<1 （25）

となり，失業者の子ども数は被用者の子ども数よ

り小さい。□

補題1より被用者の課税後賃金のほうが失業者

の失業給付より大きい。選好パラメータは被用者

も失業者も同じなので，被用者のもつ子ども数の

ほうが失業者のもつ子ども数より多くなるのであ

る。

さらに，失業者の子ども数 nは，被用者の子

ども数 nの 1−θ倍となることもわかる。これ

は税率 τや失業給付代替率 δの値に依存しない

ことに注意されたい。

2 被用者の子ども数

失業給付 pは，本稿の設定では被用者には全く

還元されないので，失業給付代替率 δの引き上げ

は，直観的には被用者の出生率を単調減少させる

ように思われるかもしれない。しかし，以下に述

べる効果により，一定の条件を満たす場合にの

み，δの引き上げは被用者の出生率を減少させ

る。以下，それを確認し，説明を行おう。その前

に，

n=
γ

m
1−τw

=
γ

m
1−τ1−θAkl

=
γ

m
1−τ1−θA βmγ 



 1−θ

1−τ
δ 



=
γ

m
A1−θ

 βmγ 


1−τ

δ 

≡N 1−τ

δ  （26）

とも表せることに注意しよう。ここで，

N ≡
γ

m
A1−θ

 βmγ 


は，失業給付代替率 δ

に影響されないパラメータである。

（26）式を δで微分することにより，以下の命

題が導かれる。

命題5 失業給付代替率 δの引き上げによって被

用 者 の 子 ど も 数 nが 増 加 す る の は，

1−θ

<δ<θ1−θのときであり，そのときに限

る。特に，θ<
1
2
のときには，失業給付代替率 δ

の引き上げによって，被用者の子ども数 nは，必

ず減少する。

証明

（26）式を δで微分すると，

dn

dδ
=N 1−τ


δ ⋅−1−θ

dτ

dδ
δ+θ1−τ

11)これらの仮定はやや強いものであるが，小塩（2001）など先行研究において，これらの仮定はごく普通に用いら

れている。

失業給付と子ども数 649
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となる。τ=
1

1−θθ
δ−

1−θ
θ
及び

dτ

dδ
=

1
1−θθ

を考慮すると，この微分が正になるのは，

δ<θ1−θのときである。

雇用率 l<1となる条件として，われわれは

δ>1−θ

を仮定していた。雇用率 l<1かつ

dn

dδ
>0が成立するためには，1−θ


<δ<θ1−θ

が成立すればよい。そのような δが存在する必

要条件は，1−θ

<θ1−θ，すなわち θ>

1
2
であ

る。θ<
1
2
のときには，1−θ


<δ<θ1−θを満

たす δは存在せず，δ>1−θ

の仮定の下では常

に
dn

dδ
<0となり，失業給付代替率 δの引き上げ

は，常に被用者の子ども数を減少させる。□

失業給付代替率 δの引き上げによって，失業給

付の恩恵に与らない被用者の子ども数が常に減少

するとは限らないというのは，意外な結果かもし

れない。以下，これについて説明しよう。

n=
γ

m
1−τw を δで微分した結果は，

dn

dδ
=−

γ

m
w
dτ

dδ


+
γ

m
1−τ

dw

dl


dl

dδ


とも表せる。右辺第1項は，δの引き上げに伴う

τの増税が被用者の可処分所得，ひいては子ども

数 nにもたらす影響で，これは負である。右辺

第2項に着目してほしい。これは，Fanti and Gori

（2007b），池田（2011）（2012）によって指摘され

た，Malthusian fertility effect（池田（2011）（2012）

では，マルサス人口効果（②）と訳されている）

である。δの引き上げによって，雇用率が減少す

るが，これは賃金の上昇を伴う。この効果は正で

あるので，失業給付代替率 δの引き上げによっ

て，失業給付の恩恵に与らない被用者の子ども数

が減少するとは限らないという，一見常識とは異

なった結論が得られるのである。

ただし，この結論から，現在の日本において，

失業給付代替率 δの引き上げによって，実際に被

用者の子ども数が増えると考えることは妥当では

ない。世代重複モデルで出生率について分析した

国内の代表的な先行研究である小塩（2001），安岡

（2006）において，資本分配率は，それぞれ0.3，

0.32と設定されている。これらの仮定の下では，

θ>
1
2
を満たさないので，常に

dn

dδ
<0となる。

これらのことには，パラメータ θが大きく影響

している。θは資本分配率であるとともに，（12）

式より，賃金の雇用率に関する弾力性の逆数でも

ある。雇用率の減少による賃金の上昇は，θが大

きければ大きくなる。もし θ>
1
2
であり，かつ

1−θ

<δ<θ1−θを δが満たせば，雇用率の減

少による賃金の上昇が，δの引き上げに伴う所得

税 τの増税による直接的な所得減少を支配し，δ

の引き上げによって被用者の子ども数 nが増加

する。θ≤
1
2
であれば，雇用率の減少による賃金

の上昇は，δの引き上げに伴う τの増税による直

接的な所得減少を上回ることはなく，δの引き上

げで被用者の子ども数 nが増加することはない。

3 失業者の子ども数

Ahn and Mira（2002）によれば，失業には所得効

果がある。そうであれば，失業した家計に対する

失業給付を拡充すれば，Ahn and Mira（2002）のい

う所得効果が減少し，出生率が上昇すると考える

のも自然なことであろう。以下では，このことに

ついて分析しよう。（5）（17）式より，

n=
γ

m
p

=
γ

m
δAkl 

=
γ

m
δA βmγ 



 1−θ

1−τ
δ 



=
γ

m
A1−θ

 βmγ 


1−τ

δ 

≡N1−τ

δ  （27）

社 会 保 障 研 究 Vol. 1 No. 3650
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となる。N≡
γ

m
A1−θ

 βmγ 


は，政府が操

作できる失業給付代替率 δに依存しないパラ

メータである。（27）式を，失業給付代替率 δで

微分することにより，失業給付が失業者の子ども

数 nを増加させるかどうかについてみてみよ

う。結果，次の命題が導かれる。

命題6 失業給付代替率 δの引き上げによって失

業者の子ども数 nが増加するのは，

1−θ

<δ<θ1−θのときであり，そのときに限

る。特に，θ<
1
2
のときには，失業給付代替率 δ

の引き上げによって，失業者の子ども数 nは，

必ず減少する。

証明

（27）式を δで微分すると，

dn

dδ
=N1−τ


δ −1−θδ

dτ

dδ
+θ1−τ

と な る。こ の 式 に τ=
1

1−θθ
δ−

1−θ
θ
及 び

dτ

dδ
=

1
1−θθ

を代入すると，δ<θ1−θのとき，

dn

dδ
>0となる。雇用率 l<1となる条件 δ>1−θ



をわれわれは仮定していたことを考慮すると，最

終的に，1−θ

<δ<θ1−θのとき，l<1かつ

dn

dδ
>0となる。そのような δが存在する必要条

件は

θ>
1
2
である。θ<

1
2
のときには，δ>1−θ


のも

とでこれを満たす δは存在せず，常に
dn

dδ
<0と

なる。□

失業給付代替率 δの引き上げによって，失業者

の子ども数 nが増加するかどうかの条件式は，

被用者の子ども数 nが増加する条件と全く同じ

である。すなわち，現在の日本の資本分配率（雇

用率に関する賃金の弾力性の逆数）θの下では，

失業給付代替率 δの引き上げによって，失業者の

子ども数 nすらも減少するのである。

どうしてこのような結果になるのか，説明しよ

う。

n=
γ

m
δAkl 

より，

dn

dδ
=
γ

m
Akl +1−θ

γ

m
δAkl dl

dδ


となる。右辺第1項は，δの引き上げが失業者の

所得に与える直接効果であり正，同第2項は δの

引き上げが雇用率を下げ，一人当たり生産

Akl を減少させることによって，失業給付を

減少させる間接効果であり，負である。資本分配

率（雇用率に関する賃金の弾力性の逆数）θがあ

る程度大きく，δが 1−θ

<δ<θ1−θを満たし

ていれば，右辺第2項のマイナス効果が減少し，δ

の引き上げで失業者の子ども数 nは増加する。

θ<
1
2
の場合は，δの引き上げによって，失業者の

子ども数 nは常に減少するのである。

なぜ被用者の子ども数 nが増える条件と失業

者の子ども数 nが増える条件が全く同じなの

か。その答えは，命題4にある。命題4によれば，

n

n
=1−θ，すなわち n=1−θnとなる。この

関係式は失業給付代替率 δ に全く依存しない。

対数線形効用関数，コブ＝ダグラス型生産関数，

さらに被用者と労働者の育児コストが同じで，育

児に伴う被用者の労働の減少という機会費用を考

慮していないという仮定の下では，命題4により，

失業者の子ども数 nは被用者のそれ nの定数

倍である。ゆえに，このようなやや意外な結論が

導かれるのである12)。

12)ただし，失業給付が雇用者の賃金に依存することに気付けば，この結果も容易に理解できるであろう。

失業給付と子ども数 651
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4 経済全体の子ども数

Ⅶ.2節と3節において，失業給付代替率 δの引

き上げが，被用者の子ども数 nおよび失業者の

それ nを増加させるかどうかについて分析し，

その結果，δの引き上げによって nと nが増加

する条件は全く同じであるという，やや意外な結

果が得られた。

それでは，δの引き上げの，経済全体の子ども

数 nに対する効果はどうであろうか。このこと

についてみてみよう。

ここで，

n=ln+1−ln=
γ

m
lw

=
γ

m
1−θAkl 

=
γ

m
1−θA βmγ 



 1−θ

1−τ
δ 



（28）

とおけることに着目しよう。これを δで微分す

ることによって，次の命題が導かれる。

命題7 失業給付代替率 δの引き上げは，均衡に

おいて子ども数 nを減少させる。

証明

（9）（28）式より，

n=
γ

m
lw

=
γ

m
1−θAkl 

である。一人当たり資本ストック kが失業給付

代替率 δの関数でないことに気づき，経済全体の

子ども数 nを δで微分すると，

dn

dδ
=
γ

m
1−θ


Akl dl

dδ
<0 （29）

となる。□

いままで失業給付と子ども数の関係について

は，池田（2011）を除いては，先行研究ではほと

んど考慮されていなかった。命題7も注目すべき

結果である。この結果は，資本分配率（雇用率に

関する賃金の弾力性の逆数）θの値には依存して

いない（厳密には，0<θ<1という普通の仮定の

下では常に成り立つ）ことに注目すべきである。

θ>
1
2
かつ 1−θ


<δ<θ1−θを満たし，被用者

の子ども数 nと失業者の子ども数 nが増加す

るときにおいても，命題7は成立する。

なぜこのようなことが起こるのか。池田

（2011）に倣って説明しよう。失業給付のための

所得税を引き上げると，命題2より失業が増大す

る。命題4より，被用者と失業者では，被用者のほ

うが子ども数が多いので，失業者が増大すると，

子ども数が減少するのである13)。失業というリス

クに対するセーフティネットの重要性は言うまで

もないが，子ども数低下という思わぬ副作用があ

ることが，命題7より明らかになった。

池田（2011）とは別の観点から掘り下げてみよ

う。経済全体の一人当たり賃金 lwが，失業給付

代替率 δの引き上げによってどのように動くで

あろうか。n=
γ

m
lwより，

dn

dδ
=
γ

m
w
dl

dδ
+
γ

m
l
dw

dl

dl

dδ

=
γ

m
w1+

l

w

dw

dl  dldδ
=
γ

m
w1−θ

dl

dδ
の変化による

若年期の平均所得の変化

となる。つまり，本稿のコブ＝ダグラス型生産関

数の仮定では，雇用率に関する賃金の弾力性の逆

数が θ<1（すなわち雇用率に関する賃金の弾力

13)補題1より，仮に失業給付代替率 δがいくら高くなったとしても，失業者の失業給付（p=δAkl ）は被用者の

課税後賃金 1−τwより高くなることはない。失業給付代替率 δの引き上げで失業給付が増えて，失業者の子ど
も数が増える要因もあるが，雇用率が減少し，子どもをたくさん持つ被用者の率が減少する要因もある。そして

後者の効果が支配的なのである。
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性が1より大きい）であるため，雇用率の減少によ

る経済全体の，若年期の平均所得 wl（手取り賃金

1−τwと失業給付 pの加重平均）へのマイナス

効果が，雇用率減少から引き起こされる賃金増大

による効果を支配し，δの引き上げによって若年

期の平均所得 wlは減少し，0<θ<1という普通

の仮定の下では，θ>
1
2
かつ 1−θ


<δ<θ1−θ

を θおよび δが満たすかどうかにかかわらず，δ

の引き上げによって，常に出生率は低下するので

ある。

池田（2012）と本稿の違いについてもまとめて

おこう14)。池田（2012）では，家計の可処分所得

が，失業給付代替率の上昇に伴い，必ず下落して

いた。本稿においては，被用者，失業者の可処分

所得が増加する場合においても，経済全体の出生

率は低下するのである。それは経済全体の一人当

たり生産が低下するからである。被用者，失業者

の可処分所得が増加する可能性があること，また

増加したとしても経済全体の子ども数が減少する

との知見は，家計が1種類しかなかった池田

（2012）では得られなかったものである。

Ⅷ まとめ

本稿では，いままで一部を除きスポットが当て

られてこなかった，育児支援と失業の関係および

失業給付と子ども数の関係について分析した。と

くに，失業給付代替率 δの引き上げが被用者およ

び失業者の子ども数を増やす（減らす）条件が導

出され，失業給付代替率の引き上げにより，資本

分配率が0.33前後と低い日本においては，被用

者，失業者ともに子ども数を減少させること，さ

らには上記の条件にかかわらず，失業給付代替率

δの引き上げが経済全体の子ども数を必ず減少さ

せることがわかった。また失業給付代替率の引き

上げが経済全体の子ども数を必ず減少させる理

由，また被用者と失業者の子ども数を増加（減少）

させる解析的な条件は，筆者の知る限り，本稿に

よって，初めて明らかになったことである。

本稿について残された課題について述べる。本

稿では，育児にかけられる時間と勤労時間の代替

については考えられていない。またモデルでは男

女を区別しておらず，男女の育児の機会費用の差

も考慮していない。これらについて考えると，さ

らに深みが増すであろう。また，線形所得税と消

費税は一般的に同値であるが，本稿の場合，所得

税を消費税に置き換えると，失業者の失業給付に

も所得税をかけた状態と同値になる。労働組合が

最大化する関数や失業者への所得控除いかんで

は，線形所得税と消費税にも違いが生じる可能性

があり，新たな分析が必要とされる。また育児支

援の財源についても，所得税，消費税，一括税と

ともに，最近では年金課税なども挙げられる。年

金は一般的に資本蓄積を阻害するが，年金課税に

よってこの効果が弱められれば，これも出生率に

影響を与えることが予想される。これらの分析に

ついては，今後の課題である。
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14)池田（2012）においては，失業給付代替率の子ども数に対する分析は行われていないが，分析は非常に容易であ

る。
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Unemployment benefit and the number of children

Ryouichi IKEDA＊

Abstract

In this paper, I conducted an analytical investigation to investigate the effects of the income tax that

funds unemployment benefits on the unemployment rate and the fertility rate. I took unemployment into

consideration in an overlapping generations model, introducing a household in which the head of household is

employed and one in which the head of household is unemployed and receiving unemployment benefits, and

analyzed the effects of unemployment benefits on the numbers of the children in both households. In doing so,

I developed an expression for the conditions of an increase (decrease) in the numbers of children due to an

increase in the replacement rate of unemployment benefits in both the employed household and the

unemployed household. I found that regardless of those conditions, an increase in the replacement rate of

unemployment benefits inevitably decreased the number of the children in the whole economy. This paper is

the first to show the reason for this decrease in the number of children in the whole economy due to a rise in

the replacement rate of unemployed benefits and the analytical conditions of an increase (decrease) in the

numbers of children in employed and unemployed households. Needless to say, unemployment benefits are

important, but we also should consider the negative effects on the fertility rate to a certain degree.

Keywords：fertility, unemployment benefits, income tax, labor union, overlapping generations model


